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1. 研究動機・目的 

2011年3月11日に発生した東日本大震災により、

福島原子力発電所は多大な被害を受けた。その結

果、放射能汚染が問題となり、近隣住民が避難を強

いられる事態となった。国からの避難指示や、安全を

求め避難をした福島県民の人数は約5万人を超えた。

しかし、その避難によって体調を悪化させる人、避難

先での生活に慣れずストレスを抱え込む人といった

悪影響が非常に多く見られた。避難は、身体、心理、

環境、社会という健康に影響を与える3つの要因の全

ての面で悪影響を与えている。 

そこで本研究の目的は、原子力発電所事故が起こ

った際の最適な避難を明らかにすることである。それ

により、必要以上に避難することを避け、避難による

精神的・肉体的ストレスや震災関連死を減らすことが

できると考える。 

 

2. 福島原子力発電所事故 

2.1 事故の原因 

 福島原子力発電所事故の原因は、地震と津波に

よって全交流が次々に失われ、緊急時の原子炉冷

却が不可能になったことにある。特に津波による

影響は大きく、多くの非常要ディーゼル発電機や

冷却用海水ポンプ、所内配電系統設備、直流電源

設備等が浸水した。その結果、1,2,4 号機では全

電源を、3,5 号機では全交流電源を喪失するに至

った。地震などの異常事態の際には、原子炉内で

ウランが連鎖的な核分裂をするのを止めるため

に直ちに制御棒が挿入される。しかし、これによ

り連鎖各分裂が止まり、原子炉が停止しても、各

分裂生成物である放射性物質が膨大な崩壊熱を

出す。そのため停止後も冷却し続けなければなら

ないが、交流電源はこの冷却を維持するために欠

かせない。 

  

2.2 災害への対策の問題点 

原子力発電所は事故が起こると周辺地域に多大

な被害を及ぼすため、事故が起こらないように、最小

限で済むように万全の準備をしていなければならな

い。しかし今回の福島原子力発電所の災害対策に

はいくつかの問題点があった。 

1 つ目の問題点は地震対策が不十分であった点

である。大地震発生時の原発は、平成 20 年 3 月に

耐震設計に基準地震動を 600Gal として、それに対し

て耐震安全性が確保されるとした。保安員はこれを

妥当としたが、耐震安全性を確認した設備は極めて

限定的であった。こうして耐震脆弱性を抱えたまま、

基準地震動 600Gal を上回る大震災を迎えることとな

った。 

2 つ目の問題点は津波対策が不十分であった点

である。平成 18 年の段階で福島第一原子力発電所

の敷地高さを超える津波が到来した場合に全交流電

源損傷に至ること、土木学会の手法で想定された高

さの津波が到来した場合に海水ポンプが機能喪失し、

炉心損傷に至る危険があることは、保安員と東電の

間で共有されていた。日本は自然災害国家であるに

も関わらず、地震や津波といった外部事象の想定が

限定的で、運転上のミス等といった内部事象の想定

に偏った対策をしてきた。 

 

2.3 事故対応における問題点 

東京電力の事故対応にはさまざまな問題点があった。 

①事故時に会長と社長がどちらも不在。 

原子力災害への備えとして本来あってはならないこと

であり、実際に二人の不在は、ベントや海水注入など

深刻な経営判断を迫られる局面で連絡や相談に余

計な負荷をかける結果となっており、初動における迅

速な事故対応の妨げとなった。 

②シビアアクシデント対策の不機能 

事故時の運転手順書は炉の状態をパラメータ監視で

きることを大前提としており、今回のような長時間の全

電源喪失といった事態において十分機能するような

内容ではなかった。 

③緊急時の指揮命令系統の混乱 

通常の保安院とのコミュニケーションのチャネルが、

保安院ＥＲＣ（経済産業省緊急時対応センター）、オ

フサイトセンターの機能不全もあって十分に活用でき

なかった。 

 

2.4 福島における避難の問題点 

 避難の問題点は 4つある。 

①北西部への避難指示の遅さ。 

避難指示発令から一ヶ月後に避難指示の見直しが

行われ、20ｋｍ圏内は警戒区域に、計画的避難区域

および緊急時避難準備区域の設定が行われた。この

見直しの際 30ｋｍ圏外にも関わらず高い放射線量が
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観測されていた北西部は計画的避難区域に設定さ

れる。この区域にはもっと早く避難指示が発表される

べきであった。 

②不適切な避難 

避難指示が出された 20ｋｍ圏内にも線量が低い場所

はいくつかあった。また、南相馬市や浪江町は海岸

沿いが一番線量が低い。しかし 20ｋｍ圏内という理由

で、そのエリアの住民は避難を強いられた。ところが

逃げた先が北西方向であったため、わざわざ放射線

量が高い場所へ避難し、そこに長時間留まることとな

った。 

③SPEEDI の不使用 

SPEEDI とは原子炉施設から大量の放射線物質が放

出された場合や、あるいはそのおそれがある場合に、

放射源情報、施設の周囲の気象予測と地形データ

に基づいて大気中の拡散シミュレーションを行い、大

気中の放射性物質の濃度や線量率の分布を予測す

るためのシステムである。しかし、原子炉施設におけ

る正確なデータが出ていなかったため、大気中の放

射性物質の濃度や空間線量率の変化を定量的に予

測することができなかったとして公表されなかった。だ

が、その時の気象状況によって、放出された放射性

物質がどの方向に飛散し、どの地域が汚染されるの

かは予測できる。実際に予測されていたが、国内に

は公表せず、諸外国には IAEA からの要請によりデ

ータを渡していた。 

 

2.4 福島の避難者 

 前述したように、福島県からの避難者数は約５万人

にもなる。また、避難所等への移動、長引く避難所生

活による肉体、精神的疲労による震災関連死が非常

に多く、震災関連死全体の 95％を高齢者が占めて

いる。浜通りの人は避難生活が長引いており、展望

が見えない。このことが高齢者の元気をなくしている。 

 

2.5 福島の避難基準 

 福島原子力発電所事故において避難の基準となっ

た放射線量は、「追加被曝線量」20ｍｓｖという値であ

る。つまりそこに住んだとき、受ける原発由来の放射

線量が年間 20ｍｓｖになると推定された地域で、住民

が避難を指示された。また、除染の目標値は年間1ｍ

ｓｖとしている。国際放射線防護委員会では、緊急事

態期には事故による被曝量を年間 20～100ｍｓｖ、復

旧期には 1～20ｍｓｖ、平常時には 1ｍｓｖに抑えること

を防護対策の目安としている。福島の場合、住民の

安心を最優先し、1 年目から年間 20～100ｍｓｖのうち

最も厳しい値である 20ｍｓｖを避難指示の基準とした。

また、年間 1ｍｓｖを長期的な目標とした。 

 

3. チェルノブイリ事故  

3.1 事故の原因 

 1986 年 4 月 26 日、ウクライナのチェルノブイリで事

故が発生。原因は、以前から把握していた原子炉の

構造的欠陥を上層部が末端の運転員に知らせてい

なかったことである。また、原子炉はセキュリティシス

テムが最新のものにされておらず、自動操作の水準

が低かったとされている。それだけでなく、運転員の

規則違反や、原子炉の専門家ではない人が運転を

指示したり、安全に実施したりするための計画等も不

十分であった。即ち、悲惨な結果をもたらした事故の

背景には、所管官庁の情報隠蔽体質と各産業に於

ける安全文化の欠如がある。 

 

3.2 事故の放射線による健康影響 

 事故による被曝を最も蒙ったのは、事故処理作業

従事者・立ち入り禁止区域からの避難者・甲状腺内

部被曝を蒙った事故当時の子供と青少年・放射能汚

染地域に住む住民の 4 集団である。急性被曝による

死者は作業員134人のうち28人であった。放射線被

害者は 3つのカテゴリーに分類される。 

①20～24 万人の救急隊や消防士、警察等  

②11 万 6 千人のチェルノブイリ近くの汚染地域の住

民 

③22 万人の後で避難した人々 

以上から、チェルノブイリ原子力発電所事故は約 60

万人の生活に影響を及ぼしたことが分かる。 

また、チェルノブイリでは、高線量汚染地域の 27

万人は 50ｍｓｖ以上、低線量汚染地域の 500 万人は

10～20ｍｓｖの被曝線量と計算されているが、健康に

影響は認められていない。例外は小児の甲状腺ガン

で、1986 年に於ける内部被曝線量の主要な原因は

葉菜と牛乳（及び乳製品）という二つの食品汚染であ

った。汚染された牛乳を無制限に飲用した子供の中

で約 6000 人が手術を受け、現在までに 15 人が亡く

なっている（2011 年時点）。 

 

3.3 チェルノブイリの避難基準 

 福島では1年目から 20ｍｓｖという値を避難基準とし

たのに対し、チェルノブイリでは段階的に避難基準を

変更していった。 

 1 年目は年間 100ｍｓｖ、2 年目は 30ｍｓｖ、3～4 年

目は 25ｍｓｖ、5年目では 20ｍｓｖとしており、6年目以

降は 5ｍｓｖを避難基準としている。なお現在では、年

間被曝線量が 5ｍｓｖを超える地域を移住すべきとさ

れる退去対象地域とし、年間 1～5ｍｓｖの間の地域を

避難するかどうかを住民が判断する移住権付居住地

域、年間 0.5～1ｍｓｖの地域を徹底的なモニタリング

を行う特恵的社会経済ステータス付居住地域に分類

している。 

 

3.4 チェルノブイリの避難者 

事故の 2 日目に、5 万人のプリピャチ市民が避難
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命令を受けた。3 日で帰れると言われ、必要な物だけ

持っていくのを許可された。事故の 9 日後の 5 月 5

日、チェルノブイリから半径 30ｋｍ圏内の住民の避難

が完了した。事故発生時から25年の間に実施された

調査によると避難者の健康状態は避難以降相当に

悪化した。彼らは避難民として周囲の冷たい視線の

もとで生活することになった。避難した人々の生活状

態が、今なお汚染地域で生活し続けている人々に比

べて、ましであるかは難しい問題である。避難民用の

新しい居住地は時間的な制約の下に急造されたた

め、多くの場合大変居心地が悪かった。そのため多く

の人々が原発周辺の 30ｋｍゾーンを含めて、避難ゾ

ーン内の彼らの家に舞い戻った。 

 家屋の喪失、強制的な中絶、甲状腺被曝による病

気など、直接的ではっきると分かる被害もある。一方、

ストレス、生活状態の変化、不確かさ等といった目に

見えない被害もある。農村で暮らしていたお年寄りが

都会に移って慣れない生活で病気になったり、移住

によって仕事を失って一家の主がアル中になったりし

て健康を害したという例もチェルノブイリ原子力発電

所事故の影響と考えるべきである。 

 
『ウクライナ国家報告書』より筆者作成 
 

この表は1992年と 2010年に於けるウクライナの住

民によるチェルノブイリ核災害による影響の程度に関

する自己申告を割合で示したものである。この表より

読み取れることは、事故発生から 6 年後と 24 年後を

比較すると、事故による健康悪化よりも他の要因によ

る影響を問題視する割合が増えている。ここでいう他

の要因とは、避難による悪影響のことだと考えられる。 

 

4. 福島とチェルノブイリの比較  

 チェルノブイリ原発事故では急性の大量被曝による

死者が28人出たが、福島原発事故ではそのような死

者はいない。また、福島原発事故では原子炉建屋の

水素爆発が発生したが大規模かつ断続的な火災は

なかった。しかしチェルノブイリ事故では原子炉が爆

発し、大規模な火災が発生、多量の放射性物質が広

範囲に拡散した。 

 福島原子力発電所事故とチェルノブイリ原子力発

電所事故による放射性物質放出量の差を比較すると、

以下の表になる。 

 

 
「会津若松市 放射線 Q＆A」より筆者作成 

１ＰＢｑ=1,000,000,000,000,000Bｑ(1000 兆ベクレル) 

 

この表から分かるように、福島原子力発電所事故

の場合のヨウ素131放出量はチェルノブイリ原子力発

電所事故の約 10分の 1、セシウム 137 は約 6分の 1

となっている。さらにチェルノブイリ原発事故ではスト

ロンチウム 90 やプルトニウム 239 も広範囲に放出さ

れたが、福島原発事故ではごくわずかにしか放出し

なかった。それだけでなく、福島原発事故はチェルノ

ブイリ原発事故に比べ、汚染地域が約 6％、放出距

離は約 10 分の 1であったことも明らかになっている。 

これらのことから、チェルノブイリ原子力発電所事

故と福島原子力発電所事故では、どちらもレベル7と

いう評価ではあるものの、放射性物質の放出量や放

出距離が全然違うことが分かる。 

 

5. 福島における帰還 

5.1 放射線量算定の問題点 

 日本政府は各地域の被曝線量を、空間線量から自

然放射線量を差し引き、0.6 を乗じるという方法で算

出してきた。これは、屋外で 8 時間、屋外で 16 時間

過ごす生活パターンを想定されているからである。し

かし多くの人とって、8 時間も屋外にいるというのは過

大評価となっている。 

 さらに、線量には空間線量と実効線量がある。空間

線量とは自由空気中の放射性エネルギー量のこと

であり、実効線量とは人体内での放射性エネルギ

ー量のことである。避難の基準値である年間 20ｍ

ｓｖという値は実効線量に基づいている。実効線

量は空気吸収線量の 7～8 割程度、周辺線量当量

の 6割程度に相当する。つまり、日本政府が採用

した空間線量に0.6を乗じるという方法で算出さ

れた値は、ここでも過大評価となっている。 

 このことをふまえ竹本(2015)では、簡単に空間線量

から実効線量を求める方法として、屋外にいる時間を

4 時間、屋内にいる時間を 20 時間とし、その補正係

数を 0.5 としている。さらに、国際放射線防護委員会

と UNESCEAR が換算係数を 0.7 としていることから、

空間線量から実効線量を求めるには、空間線量に

0.35 を乗ずればよいと提案している。 

 本研究では竹本(2015)の提案を支持する。さらに、

空間線量から実効線量への換算をより正確にするた

1992 2010 変化

健康状態の悪化の主
要な要因である

41 15 -26

他の要因と同程度に
健康状態を悪化させ
ている

27 36 9

他の要因による影響
の方が、チェルノブイ
リ要因よりも大きい

10 22 12

何とも言い難い 22 27 5

合計 100 100 -

チェルノブイリ核災
害の健康への影響

放射性物質放
出量

ヨウ素131 セシウム137

チェルノブイリ 1760PBq 85PBq
福島 160PBq 15PBq
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め、屋外にいる時間を 4 時間として空間線量を算定

し、得られた空間線量値に 0.7 を乗ずることとする。 

 

5.2 避難の基準値の訂正 

 中西(2014)では年間 20ｍｓｖは帰還目標として

はあまりにも高く、年間 1ｍｓｖでは無理があると

して、以下のことを提案している。 

①15年間の集落の平均的被曝量は 50ｍｓｖを超えな

い、高い地区でも 100ｍｓｖを超えない。 

②15 年間で、個人線量が長期的目標の年間 1ｍｓｖ

以下を達成する。 

 この条件を満たす帰還時外部被曝量は 5ｍｓｖとす

る。この時、１５年間の累積被曝線量は約３８ｍｓｖ、30

年間で約５９ｍｓｖとなる。また、澤(2015)でも同様

に年間 5ｍｓｖが最適としている。 

これらの提案をふまえ、屋外にいる時間を 4時

間とし、得られた空間線量を実効線量に変え、年

間 5ｍｓｖを超えない地域を計算した。その結果、

2013 年の時点で一部の高線量地域を除き、飯舘

村・葛尾村・南相馬市などの複数の地域が帰還可

能となることが明らかになった。 

 

 
 

しかしこれらの地域の避難指示解除は、2016 年

の 6月であったり、2017 年 3 月に解除予定であっ

たりする。もっと早くから帰還させることができ

ていれば、避難者への負担を軽減させることがで

きたと考えられる。 

6. まとめ 

 原子力災害における避難において重要なことは、

放射性物質がどの方向に拡散するかの情報をいち

早く入手し、放射性物質が拡散されると予想される地

域に避難指示を出すことである。避難することによる

避難生活の精神・肉体的ストレスは甚大であり、放射

線による健康影響よりも大きい場合がある。避難する

必要がないのに避難させたり、避難しなければならな

いのに避難指示を出さなかったりしてしまうことは絶

対に避けるべきである。福島の場合は、SPEEDI が機

能しなかったこと、事故前の原発周辺地域の放射線

量をあまり測定していなかったために、半径 20ｋｍと

いう避難指示になってしまった。 

そうならないために、SPEEDI の放射性物質の拡散

シミュレーションを使用することが必要である。また、

事故前から原発周辺の放射線量を複数のモニタリン

グポスト等で計測しておき、事故が起こった際に適切

な避難指示を出せるようにしておくべきである。 

原子力発電所事故は起こる可能性が十分にあるこ

とを理解し、万一の場合に備えて万全の対策をして

いなければならない。 
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